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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

245,068

年度

20,620

実績

R2 R3

152,248

3.8
5.5

R1

5.2

R6

5.0

政策シート （政策名） 職員の健康管理と職場環境の安全管理

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
000320000

◇関連するSDGsのゴール

職員厚生課 小林　俊博 令和 2

10年後の目標 協働に関わる多様な主体が連携し、協働による質の高い市民サービスが提供されてい
る。

7 1

職員厚生管理費

「分野」 地方自治・都市経営

30年後の姿 協働による持続可能な都市経営を推進し、全国をリードする自立した基礎自治体になってい
る。

R1
160,838
147,370
76,400

239,970

公共インフラの整備・維持・管理に民間活力の導入が進んでいる。

◆基本政策 人的・制度的運用の推進による都市経営の基盤づくり

R5R4R2

・健康診断、保健指導及びメンタルヘルス対策の実施による心身の健康の保持増進と、公務災害の未然防止等
による安全で快適な職場形成を通じて、職員が安心して自らの能力を発揮し、市民サービスに取り組める環境を
つくる。

R6R3

・健康診断、保健指導及びメンタルヘルス対策の実施による心身の健康の保持増進と、公務災害の未然防止等
による安全で快適な職場形成を通じて、職員が安心して自らの能力を発揮し、市民サービスに取り組める環境を
つくる。

＜進捗＞ 計画通り
・公務災害発生件数（常勤及び再任用職員）が４７件から３７件に減少。公務災害発生率は３．８‰となり目標を
達成した。特に、幼稚園職場においては、公務災害の発生状況や再発防止策を他園にもフィードバックする取り
組みにより災害発生件数減少に大きく寄与した。
・(長期病休者数が明らかになった時点で入力）

R4

5.1

R5

市長事務部局における長期病休者数［人〕

公務災害発生率（認定件数/常勤及び再任用
の合計職員数）〔千分率〕

政策指標

7476

5.4 5.3

72,200
16,200

78
R2.7確定

人

‰

単位

実績
目標

実績
目標

82 80

目標

72
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

職員厚生課 小林　俊博 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

000320000令和2年度 2

0.1

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

31,925 16,105

208,322 131,602 5.9 4.0 20,620

2.92
職員の被服貸与、福利厚生事

業
  ○ 1.1

1.01
職員の健康、安全衛生管理事

業
  ○

3
恩給及び退職年金に関する事

業
  ○  4,821 4,541

4

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 245,068 152,248 7.0 1.0

24

25

7.0 20,620
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 職員の健康、安全衛生管理事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

000320000 職員厚生課 小林　俊博 令和 2

職場環境の調査・改善、定期健康診断や研修会の実施、健康相談体制の確立などにより、職場における職員の
安全と健康を確保する。
事業対象：浜松市の全職員

①職場巡視を実施し、職場環境の調査・改善を行うことにより、健康障害防止・公務災害防止に努める。
②衛生委員会及び中央安全衛生委員会を開催し、安全衛生に関する事項を調査・審議する。
③職員に対して安全衛生教育等を実施し、安全や健康管理に係る意識付けを行う。
④職員が被災した事案について審査を行い、公務上の災害と認定したもの等に対して補償を行う。
⑤地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金に対し負担金を支出する。
⑥定期健康診断や特殊健康診断などを実施する。
⑦職員の心身の健康の保持増進のため、各種研修会・講習会およびストレスチェックを実施する。
⑧産業医、嘱託医、保健師による健康相談・保健指導を実施する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円) 予算 139,968 131,602

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

S48 － 一般会計 自治事務（法令義務）
労働安全衛生法及び関連法
令、地方公務員災害補償法

－

決算 129,156

その他
市債

国・県支出

人件費(報酬等) (千円) 16,200 20,620
一般会計繰入金
一般財源 129,156 131,602

1.0 1.0
人工

正規 5.0 5.9
再任用(h31)

人件費　(千円) 50,080 56,100

会計年度任用職員(人事課予算) 4.1 4.0
再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション



07 03 06 01 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
000320000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

職員厚生課 小林　俊博 令和 2 7 1

衛生管理者有資格者数（人）※公費負担による資格取得者。 -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 53 56 59 62 65 68 71

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 53 58

総合健康リスク指数※ストレスチェックによる。全国平均が１００。
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 90 90 90 90 90 90 90

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 88 90

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

①職場巡視を実施し、職場環境の調査・改善を行うことにより、健康障害防止・公務災害防止に努める。
②衛生委員会及び中央安全衛生委員会を開催し、安全衛生に関する事項を調査・審議する。
③職員に対して安全衛生教育等を実施し、安全や健康管理に係る意識付けを行う。
④職員が被災した事案について審査を行い、公務上の災害と認定したもの等に対して補償を行う。
⑤地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金に対し負担金を支出する。
⑥定期健康診断や特殊健康診断などを実施する。
⑦職員の心身の健康の保持増進のため、各種研修会・講習会およびストレスチェックを実施する。
⑧産業医、嘱託医、保健師による健康相談・保健指導を実施する。

指標の達成度

計画通り

・あらたに６名の職員が衛生管理者資格を取得した。有資格者の退職者が１名いたため、最終的に５名の増とな
り、目標の３名増を上回る結果となった。
・新任課長研修や、全体所属長研修などの職制に応じたラインケアや、高ストレス者の多い職場の所属長が参加
するグループワーク研修など、選択と集中によるターゲットを明確にした教育指導を展開した結果、仕事のストレ
スにより疾病休業などの健康問題が起きる可能性が全国平均を１０％下回るとされる総合健康リスク指数９０を
実現できた。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・定期健康診断やストレスチェックの実施、各種研修会の開催や衛生委員会での調査審議などにより、職員の健
康と安全管理に取り組んだ。

大項目 改善 小項目 業務改善 収集・分析 事業費

大項目 現状 小項目 事業費

現状 人工 現状

【改善：業務改善】保健指導の実施においては、保険者が実施する特定保健指導をを活用するなど、事業費や人
工を拡大しないなかで、効果的な事業の実施ができるよう引き続き改善していく。
【改善：収集分析】健康診断結果のデータ収集や調査、分析結果を、保健指導の成果指標と位置づけ、健康経営
を目指した施策のPDCAサイクルを確立する。



07 03 06 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション
⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

1.8 2.9
再任用(h26)

人工

正規 3.0 1.1
再任用(h31)

人件費　(千円) 26,040 15,820

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 13,675 16,105
その他
市債

国・県支出

事業費(千円) 予算 16,146 16,105

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

S35 － 一般会計 自治事務（法令義務）
地方公務員法第42条、浜松
市職員被服等貸与規則

－

決算 13,675

特定の業務に従事する職員への作業衣の貸与などにより、職員の安全で快適な作業環境の確保及び心身の元
気回復を図る。
事業対象：浜松市の全職員

①浜松市職員が執務時間中に着用する作業衣等を「浜松市職員被服等貸与規則」に基づき貸与する。
　　　技術職員、清掃事業所職員に作業衣、作業ズボン、安全靴、防寒衣
　　　幼稚園、保育園職員に作業衣、作業ズボン
　　　給食関係職員に調理衣、調理作業ズボン、調理帽等
②浜松市職員厚生会及び静岡県市町村職員共済組合の実施する福利厚生事業等の窓口業務。
③静岡県福利厚生連絡協議会に加盟し、福利厚生事業の調査研究及び各種合同競技大会に参加することで職
員の心身の健康保持を図る。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 職員の被服貸与、福利厚生事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

000320000 職員厚生課 小林　俊博 令和 2



07 03 06 01 02 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

①浜松市職員が執務時間中に着用する作業衣等を「浜松市職員被服等貸与規則」に基づき貸与する。
　　　技術職員、清掃事業所職員に作業衣、作業ズボン、安全靴、防寒衣
　　　幼稚園、保育園職員に作業衣、作業ズボン
　　　給食関係職員に調理衣、調理作業ズボン、調理帽等
②浜松市職員厚生会及び静岡県市町村職員共済組合の実施する福利厚生事業等の窓口業務。
③静岡県福利厚生連絡協議会に加盟し、福利厚生事業の調査研究及び各種合同競技大会に参加することで職
員の心身の健康保持を図る。

指標の達成度

計画通り

・「浜松市職員被服等貸与規則」に基づき、各課の申請に基づく被服を調達し貸与した。
・厚生計画にもとづき、適正に職員への福利厚生提供を実施した。

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

職員厚生課 小林　俊博 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
000320000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 現状 人工 現状

【改善：情報発信、収集分析】職員厚生会及び静岡県市町村職員共済組合に関する福利厚生事業について、案
内冊子の配布やコアらの活用により、利用方法やサービス内容を周知し、また職員や時代のニーズに合わせた
福利厚生の企画、調整を行っていく。

・引き続き、特定の業務に従事する職員の安全で快適な作業環境を確保するため作業衣の貸与を行う。

現状 人工 現状

・職員厚生会の福利厚生代行事業や静岡県市町村職員共済組合の福祉事業等に関し、情報提供や窓口事務に
よって円滑な利用促進を図った。

・特定の業務に従事する職員の安全で快適な作業環境を確保するため作業衣の貸与を行った。

大項目 改善 小項目 情報発信 収集・分析 事業費

大項目 現状 小項目 事業費



07 03 06 01 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション
⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

0.1 0.1
再任用(h26)

人工

正規
再任用(h31)

人件費　(千円) 280 280

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 4,539 4,541
その他
市債

国・県支出

事業費(千円) 予算 4,724 4,541

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

S13 － 一般会計 自治事務（法令義務）
市職員退隠料退職給与金死
亡給与金遺族扶助料条例

－

決算 4,539

退隠料、通算退職年金の支給など、退職者及びその遺族の生活維持を図る。
対象者：昭和37年12月共済組合発足以前の退職職員及びその遺族

○昭和37年12月1日に共済組合が発足したが、その前に旧浜松市を退職した職員のうち一定用件を満たす者及
びその遺族に恩給法及び地方公務員等共済組合法に準じて次のとおり支給を行う。
①昭和37年11月30日以前に退職し、15年以上在職した者に、退隠料を年4回支給する。
②退隠料受給者の遺族に遺族扶助料を年4回支給する。
③昭和36年4月1日から昭和37年11月30日までに退職し、2年以上15年未満の在職期間があり、他の公的年金期
間を合わせて25年以上の者に通算退職年金を年2回支給する。
④通算退職年金受給者の遺族に、通算遺族年金を年2回支給する。
⑤年金額の改定、資格の得失の処理を行う。
○昭和37年12月1日以前に旧町村職員恩給組合を組織していた合併市町村を退職し、一定の要件を満たす職員
及びその遺族に支払う年金の原資とするため静岡県市町村職員共済組合に負担金を支払う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 恩給及び退職年金に関する事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

000320000 職員厚生課 小林　俊博 令和 2



07 03 06 01 03 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

○昭和37年12月1日に共済組合が発足したが、その前に旧浜松市を退職した職員のうち一定用件を満たす者及
びその遺族に恩給法及び地方公務員等共済組合法に準じて次のとおり支給を行う。
①昭和37年11月30日以前に退職し、15年以上在職した者に、退隠料を年4回支給する。
②退隠料受給者の遺族に遺族扶助料を年4回支給する。
③昭和36年4月1日から昭和37年11月30日までに退職し、2年以上15年未満の在職期間があり、他の公的年金期
間を合わせて25年以上の者に通算退職年金を年2回支給する。
④通算退職年金受給者の遺族に、通算遺族年金を年2回支給する。
⑤年金額の改定、資格の得失の処理を行う。
○昭和37年12月1日以前に旧町村職員恩給組合を組織していた合併市町村を退職し、一定の要件を満たす職員
及びその遺族に支払う年金の原資とするため静岡県市町村職員共済組合に負担金を支払う。

指標の達成度

計画通り

・市職員退隠料退職給与金死亡給与金遺族扶助料条例にもとづく支給ができた。

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

職員厚生課 小林　俊博 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
000320000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 縮小 人工 縮小

制度としては現状のままであるが、死亡等により対象者が減っていくため、事業費は縮小傾向である。対象者数
の減により従事人工も縮小していく。

現状 人工 現状

共済組合の発足以前に旧浜松市を退職した職員のうち一定用件を満たす者及びその遺族に対し、恩給法及び地
方公務員等共済組合法に準じて支給を行うものであり、対象者がいる間は現状の制度を継続する必要がある。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費


